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事 件 の 内 容

が拡大したとして，同社及び本市に対し，損害賠償金（総額

336,600,630円）及び遅延損害金の支払を求める訴えを提起した。

　京都地方裁判所は，相手方の請求の一部を認容し，本市に対し，

同社と連帯して，69,095,814円及び遅延損害金を支払うよう命じ

た。

　そこで，本件判決のうち，相手方の本市に対する請求を認容し

た部分の破棄を求めるため，大阪高等裁判所に本件控訴を提起し

たものである。

提案理由

　地方自治法第179条第３項の規定により提案する。




